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① 現場ニーズと開発者シーズ（その１）

構造物の性能と健全性の診断の関係

知識と技能を有する者が判断

性能

時間

許容限界

初期性能

技術基準の
目標

所要の性能は

ないと言える領域

所要の性能は

あると言える領域

点検間隔
（約５年）

Ⅳ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅰ

診断すべき
内容

① 点検技術者の状態の把握、健全性の診断を
支援するために技術を活用（単純・反復作業
の置き換え、診断ミスの低減）

② （急に落橋しないように改造した上で）
「どこか」が「壊れた」ことだけを把握するため
に活用

③ 状態の把握及び健全性の診断を実施する
ため、計測される作用荷重・応答を活用可能

現場ニーズ（使い方）

画像計測技術 非破壊調査技術

計測・モニタリング技術

計測・モニタリング技術

開発者
シーズ

画像計測 変位/ひずみ 加速度 ３次元データ

•構造物の画像を撮影 • センサーで変位/ひずみ
を計測

•加速度計で３軸方向
の加速度を計測

• レーザースキャナーで
３D点群データを計測

張力

• センサーでひずみ分布を
計測し張力を

現場ニーズと開発者シーズが必ずしも一致していない
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① 現場ニーズと開発者シーズ（その２）

意見交換会の開催

意見交換会アンケート結果

○ 意見交換会の参加者（開発者）にアンケートを実施。③メーカー・ベンチャー等の結果は以下の通り。

○ 計測ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ技術の技術検証にあたり、国等と開発者で意見交換を実施してニーズとシーズをマッチング
【メンバー：開発者、国（道路局、国総研、地整）、土研、有識者】

○ 議事概要
①国からの説明（定期点検の概要、現場ニーズ等）
②開発者からの技術紹介（開発者シーズ等）
③意見交換（自由）

業種
参加社数

（アンケート回答社数）

① 建設業 7社 （5社）

② コンサル 11社 （8社）

③
メーカー、
ベンチャー等

21社 （14社）

自由意見（③メーカー・ベンチャー等）

• このような意見交換会を開催していただくのは非常に有意義だと考えて
います。企業同士の交流もあると、より社会実装が早まるのではないかと
感じています。

• 様々なニーズに対して、今回のように国土交通省による技術検証機会の
提供を継続的に実施していただければ大変ありがたい。

• 開発者側の立場から気になるのは現場の意見。国や地方公共団体が管
理する道路橋について情報が不足しており、最適な技術形態を知ること
ができればありがたい。

• 我々も地方自治体に新技術の提案を実施しており、新技術導入に向け
た課題を持っている。そのような課題について意見交換を実施し、新技
術導入に向けて必要な対応を議論すべきと感じた。

満足度（③メーカー・ベンチャー等）

意見交換
の実施

ニーズ等
の説明

（N=14）

71%

50%

21%

43%

7%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足である 良くも悪くもない 不満である
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② 従来技術との優位性の整理

○ 発注にあたっては、経済性、品質、出来形等を総合的に比較・検討し、発注者が予め仕様を決定。受注者は
仕様に基づき調達。

○ 有用な新技術・新工法を発注者が指定する場合、工事発注前の従来技術との比較案の検討・評価や技術活
用後の活用効果調査が必要となり、発注担当職員に負担感や会計検査への懸念がある。

「土木設計業務等共通仕様書（平成31年3月12日改定）」より抜粋

第２章設計業務等一般 第1209条設計業務の条件

受注者は、概略設計又は予備設計における比較案の提案、評価及び検討をする場合には、従来技術に加えて、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）等を利
用し、有用な新技術・新工法を積極的に活用するための検討を行うものとする。なお、従来技術の検討においては、ＮＥＴＩＳ掲載期間終了技術についても、技
術の優位性や活用状況を考慮して検討の対象に含めることとする。
また、受注者は、詳細設計における工法等の選定においては、従来技術（ＮＥＴＩＳ掲載期間終了技術を含む）に加えて、新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）
等を利用し、有用な新技術・新工法を積極的に活用するための検討を行い、調査職員と協議のうえ、採用する工法等を決定した後に設計を行うものとする。

発注者指定型の流れ

活用検討

指定発注

現場で活用

事後評価

• 設計段階で従来技術と新技術
を比較検討し、新技術の優位
性を整理

• 活用する新技術名、NETIS番号
を指定して仕様書を作成し発注

• 発注事務所及び施工者は活用
効果調査を実施

• 活用効果調査データを蓄積し、
5件以上のデータが蓄積される
と事後評価を実施

従来技術との優位性の整理の例

NETIS登録番号

・擁壁底版及び底版上の土の重量で底版を固定して、片持梁と同様に水平方向 ・壁面に発生する土圧力と岩盤中に設置したロックアンカーの引抜き抵抗力 ・盛土材料中に帯鋼を埋設することによって、盛土材と帯鋼の摩擦抵抗によって、

　の土圧を支えるコンクリート擁壁である。 　を平衡させることにより、補強盛土の安定を保つ構造を有する。 　盛土をあたかも粘着力を兼備した材料からできた安定度の高い盛土として挙動

・現場打ち鉄筋コンクリート構造物である。 ・ロックアンカーの地盤への定着は、岩盤中に設置された定着体と岩盤との 　させる構造を有する。

・躯体高3mから10mまでが一般的な適用範囲である。 　摩擦抵抗力による。

・道路土工　擁壁工指針 ・多数アンカー式補強土壁工法設計・施工マニュアル ・補強土（テールアルメ）壁工法設計・施工マニュアル

　　　　　　　　（日本道路協会H11.3） （土木研究センターH14.10　鋼材規格追記版H18.7、壁面材規格追記版H20.10） 　　　　　　　　　　　　　（土木研究センターH15.11）

工　　種 細　　別 数　　量 単位 単　　価 金　　額 工　　種 細　　別 数　量 単位 単　　価 金　　額 工　　種 細　　別 数　　量 単位 単　　価 金　　額

コンクリート工 材・工 1.00 ｍ 497,810 497,810 多数アンカー工 材・工 1.00 ｍ 393,448 393,448 テールアルメ工 材・工 1.00 ｍ 336,128 336,128 

- 防護柵基礎工 鉄筋コンクリート 1.00 ｍ 30,541 30,541 防護柵基礎工 鉄筋コンクリート 1.00 ｍ 30,854 30,854 

斜面安定工 鉄筋挿入工 3.40 ㎡ 28,300 96,220 土工 盛土 5.10 ㎥ 130 663 斜面安定工 鉄筋挿入工 3.40 ㎡ 32,000 108,800 

土工 盛土 48.80 ㎥ 130 6,344 切土（土砂） 20.60 ㎥ 180 3,708 土工 盛土 14.30 ㎥ 130 1,859 

切土（土砂） 31.20 ㎥ 180 5,616 切土（岩） 3.70 ㎥ 2,200 8,140 切土（土砂） 28.00 ㎥ 180 5,040 

切土（岩） 24.80 ㎥ 2,200 54,560 - 切土（岩） 17.10 ㎥ 2,200 37,620 

661,000 437,000 520,000 

比率 (1.00) 〇 比率 (0.66) ◎ 比率 (0.79) ◎

工　　種 細　　別 数　量 単位 日施工量 日　　数 工　　種 細　　別 数　量 単位 日施工量 日　　数 工　　種 細　　別 数　量 単位 日施工量 日　　数

コンクリート工 躯体工 13.1 m3 0.90 14.6 多数アンカー工 壁面材組立設置 7.5 m2 62.50 0.1 テールアルメ工 壁面工取付設置 7.5 m2 83.33 0.1

雑工 13.1 m3 99.21 0.1 補強材取付 47.5 ｍ 5000.00 補強材取付 98.0 ｍ 1250.00 0.1

足場工 枠組足場 18.2 掛m2 71.43 0.3 締固め工 31.5 m3 256.41 0.1 締固め工 50.9 m3 256.41 0.2

防護柵基礎工 1.0 ｍ 0.90 1.1 防護柵基礎工 1.0 ｍ 0.90 1.1

斜面安定工 鉄筋挿入工 3.4 m2 10.00 0.3 斜面安定工 鉄筋挿入工 3.4 m2 10.00 0.3

土工 盛土 48.8 m3 5.56 8.8 土工 盛土 5.1 m3 5.56 0.9 土工 盛土 14.3 m3 5.56 2.6

切土（土砂） 31.2 m3 55.56 0.6 切土（土砂） 20.6 m3 55.56 0.4 切土（土砂） 28.0 m3 55.56 0.5

切土（岩） 24.8 m3 62.50 0.4 切土（岩） 3.7 m3 62.50 0.1 切土（岩） 17.1 m3 62.50 0.3

25.1 2.7 5.2

比率 (1.00) 〇 比率 (0.11) ◎ 比率 (0.21) ◎

・現場打ちであり、急斜面での施工となることから、二次製品に比べると品質は劣る可能性がある。〇 ・２次製品であるため工場生産となり、一定の品質確保が可能である。 ◎ ・２次製品であるため工場生産となり、一定の品質確保が可能である。 ◎

・道路土工指針等の設計基準に基づき設計され安全性が確認されている 〇 ・土木研究センター等により必要な設計基準が確保され安全性が確認されてる。 〇 ・土木研究センター等により必要な設計基準が確保され安全性が確認されてる。 〇

・場所打ち擁壁であり、型枠、鉄筋組立、コンクリート打設と工程は多い 〇 ・２次製品が主体であり養生等の時間が少なく施工工種が少なく施工性が良い ◎ ・２次製品が主体であり養生等の時間が少なく施工工種が少なく施工性が良い ◎

・補強土壁の中では現地発生土の利用が最も行い易く、現地発生土の低減が可能である。 ・補強土壁背面の盛土材料に粒度分布の制限があり、現地発生土の利用には注意を要す。

・発生土の利用が可能で建設発生土の低減が期待できる。 ○ 　（最大粒径が300mm以下で細粒分含有量50％以下であること） ◎ 　（最大粒径が250mm未満で細粒分含有量25％以下であること） △

・土工の切土量が大幅に削減できるため、地山の改変が抑えられる。 ・土工の切土量が削減できるため、地山の改変がやや抑えられる。

・ダムサイトの工事工程を急ぐ観点から工程短縮に大きく効果があり、経済性にも優れる。 ・ダムサイトの工事工程を急ぐ観点から工程短縮に大きく効果があり、経済性にも優れる。

・二次製品を使用することから、品質・出来形及び施工性にも優れる。 ・二次製品を使用することから、品質・出来形及び施工性にも優れる。

・現地発生土を擁壁背面に流用でき残土処理の低減が可能である。また地山の改変も抑えられる。

判
定

工法名
【テールアルメ工法】

２案

[従来工法]

1ｍ当り直接工事費合計

【逆Ｔ式擁壁工法】

３案１案

［KT-980087-V］ ［CB-040062-V］

【多数アンカー式補強土壁工法】

断

面

図

工
法
概
要

経
済
性

1ｍ当り直接工事費合計

比
較

条
件

① ダムサイトの工事用道路計画で、ダム本体の早急な工着手が望まれる。② 急斜面での計画である事から、地山の改変を抑える必要がある。　③ 残土処理量の低減を求められている。

1ｍ当り直接工事費合計

施
工
性

採用案

工
程

品
質

・
出
来
形

安
全
性

1m当り施工日数

環
境

総
合

評
価

1m当り施工日数 1m当り施工日数
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55001
0
00 技術の成立性を整理する。

経済性、工程、品質・出来形、安全性、施工性、環境の
６項目及び現場の適用性（実現性）について評価検討を行う。

従来工法との比較を行う。

６項目の評価検討結果等を元に
総合評価を行い、技術の選定理由を整理する。

現場条件を整理する。

従来工法との比較

技術の成立性の整理

現場条件の整理経済性、品質・出来形、施工性、安全性など
現場への適用性（実現性）を比較検討

比較検討結果を基に
総合評価を行い、技術の選定理由を整理

※NETIS登録技術を活用する場合は事後評価を実施



材料 工法（床版の場合）

技術基準

【材料としての性能】

•材料特性が明らかで
保証されていること

【部材としての性能】

•部材としての設計法が明らかで
保証されていること

【床版としての性能】

•床版としての設計方法が明らかで
保証されていること

性能の
確認方法

•鋼材
•コンクリート

のみ規定

•鋼部材
•鉄筋コンクリート部材
•ＰＣ部材 のみ規定

•鋼床版
•鉄筋コンクリート床版
•ＰＣ床版
•ずれ止め（桁との接合部）
•ループ継手等 のみ規定

○ 近年、新材料や新工法の開発が進んでおり、補修工事への活用が期待されている

FRP歩道橋の例（米国） 繊維補強コンクリート床版の例
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③ 不足する技術基準類

技術基準の現状

技術基準類の現状

○ 性能の確認方法が明示されていないため、新材料・新工法を工事に採用するには個別に検討する
必要がある

FRP緊張材
（FRP：繊維強化プラスチック）


